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１．はじめに
２．新型インフルエンザ対策の現状
（１）現状
（２）厚生労働省の対策
（３）強制入院の正当化根拠
３． イギリスの保健省「パンデミック・インフルエンザへの対応政策と計
画立案のための倫理的枠組み」
（１）はじめに
（２）枠組みの利用
（３）個々の原則
　　A　尊重
　　B　パンデミックが惹起する侵害を最少のものとすること
　　C　公平性
　　D　協働
　　E　相互依存
　　F　均衡を保つこと
　　G　柔軟性
　　H　適切な意思決定
４．おわりに
１．はじめに
　新型インフルエンザ対策の必要性が認識され、政府が「新型インフルエ
ンザ対策行動計画」を策定したのは2005年12月のことである。それから
も新型インフルエンザ発生の危険は繰り返し叫ばれており、各地方自治体
も対策のガイドラインを作成している。この病気の恐ろしさが国民に周知
されていないのは事実であり、インフルエンザ対策の必要性は論をまたな
いが、その際の人権侵害については、まったく語られていないのが現状で
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あろう。イギリスでは、2007年３月に保健省が「パンデミック・インフ
ルエンザへの対応に対する倫理的枠組み」と題する文書を公表し、これに
関する議論が開始されている。そこで、以下では、今後の議論の参考に供
するために、新型インフルエンザ対策の概要を見た後に、この文書の概要
を紹介したうえで、若干の検討を加えたい。
２．新型インフルエンザ対策の現状
（１）現状
　新型（H5N1型）インフルエンザとは、鳥インフルエンザとも呼ばれ
る。鳥インフルエンザとは、「水禽を中心とした鳥類が保有し、ヒトのイ
ンフルエンザウィルスとは別のＡ型インフルエンザウィルスの感染症」の
ことをいい、「このうち感染した鳥が死亡するなど、特に強い病原性を示
すものを『高病原性鳥インフルエンザ』という
（１）
」。
　近年トリからヒトへの感染が認められているが、この新型（H5N1型）
インフルエンザウィルスに免疫を持つ人間はほとんどいないので、それが
ヒトからヒトへ感染するようになったときは、感染症の世界的大流行（パ
ンデミック）が起きると予想されており、その対策が急がれているわけで
ある。20世紀以降の新型インフルエンザの流行としては、1918年のスペ
インかぜ、1957年のアジアかぜ、1968年の香港かぜが知られているが、
とくにスペインかぜは、当時の世界人口の半数前後が感染したと言われて
いる
（２）
。
　そこで、今回の新型インフルエンザが大流行したときは、厚生労働省に
よれば、日本国民の25％、約3200万人が感染し、そのうち約64万人が死
亡すると推定している
（３）
。しかし、この試算とは別のものも存在し、それに
よれば、日本での死亡者数は約210万人に達するとされているのである
（４）
。
　問題は、新型インフルエンザに効くワクチンが半年から１年後にしか接
種できないことである。したがって、それまでの期間は、国民の移動の自
由を制限するなどの対策を取ることが必要となり、国民の人権を制限せざ
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るをえない場面が必然的に生じることになるのである。
　ちなみに、新型インフルエンザの発生国及び人での発症事例を見ると、
2007年12月10日現在で、発生国数は12か国、発症者は337人、うち死亡者
は207名となっている
（５）
。また、WHOに報告された感染確定症例数によれ
ば、2007年12月18日現在で、確定症例数340、死亡例数が209とされてい
る
（６）
。
　なお、最近（2007年後半以降）の報道によれば、インドネシアが感染
死者の最多を数えるが、インドネシアでは2007年11月以降に数名の死者
が出ている。また、イギリスでも、ヒトへの感染ではないが、11月に南
東部の家禽農場の七面鳥から H51N型のウィルスが検出されている。さ
らに、中国やパキスタンにおいて、ヒトからヒトへの感染が確認されるよ
うになった
（７）
。
（２）厚生労働省の対策
　厚生労働省は、前述した行動計画において、WHOの基準に従い、対策
のフェーズを６に分けている。本稿の課題と関連するのは、国内で新型イ
ンフルエンザが発生するフェーズ４以降である。そこでは、「国民の社会
活動の制限」として、以下のような項目が挙げられている。
　「国民、関係者に対して、次の点を勧告・周知する。
　・ 発生地域における不要不急の大規模集会や興行施設等不特定多数の集
まる活動は自粛を勧告する。
　・ 患者と、接触していた者が関係する発生地域の学校、通所施設等につ
いて、臨時休業を行うよう各設置者に対して要請する。
　・ 発生地域における公共施設、公共交通機関等について、感染拡大を防
ぐため、利用者間の接触の機会を減らすための措置を講ずるよう、必
要に応じて、関係省庁等が連携し各管理者に対して協力を要請する。
　・ 発生地域における事業所、福祉施設等に対して、マスクの着用、うが
い・手洗いを勧奨する。また、新型インフルエンザ様症状の認められ
た従業員等の出勤停止・受診を勧告する。
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　・ 発生地域における住民・施設入所者等に対して、マスクの着用、うが
い・手洗いを勧奨する。」
　さらにパンデミック期のフェーズ６になると、国民に対して、外出自粛
が勧告される
（８）
。
　しかし、このような行動制限＝人権制約について、これらを不利益処分
と考えて、適正な手続を要求するといった方向での議論は、現時点では
まったくみられない。たとえば、「１人ひとりにできることとして最も重
要なのは、できるだけ外出を自粛すること」とされていたり、「全体とし
ての流行を少しでも小さくすることが、自分自身や家族の命を救うことに
つながる」のであるから、上記のような「制限を国民は受け入れる必要が
ある」とされるのである
（９）
。
　このように、行動制限や強制入院を不利益処分と考えないことは、法律
の観点から見ると問題である。ここで参考になるのは、精神医療の強制入
院の際の正当化根拠の議論であろう。
（３）強制入院の正当化根拠
　ア　精神医療
　現在認められている強制入院の主たるものは、精神医療と感染症に関連
する入院措置である。精神医療の分野では、本人の同意の得られない強制
入院は例外と位置づけられており、その正当化根拠は、以下のような点に
求められている。
　すなわち、精神障害者の自由を制約する根拠としては、ポリス・パワー
とパレンス・パトリエが挙げられる。ポリス・パワーとは、患者が他人に
危害を加える危険があるので、それを防止するために強制的に入院させる
というものであり、パレンス・パトリエとは、患者本人が病気のため意思
決定ができないので、患者のために、患者の意思に反しても入院させて治
療を行うというものである。つまり、強制入院の正当化根拠を、前者は、
精神障害者の脅威ないし危険性を除去することに求め、後者は、精神障害
者に対して医療保護を加える必要性に求めているのである。また、精神障
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害者の処遇に関しては、リーガル・モデルとメディカル・モデルが存在す
る。リーガル・モデルとは、前述のポリスパワーに基づくもので、医療の
強制が認められるためには、法の適正手続が要求されると考える。これに
対して、メディカル・モデルは、法の介入に対して謙抑的であり、医療的
立場を重視し、前述のパレンス・パトリエと結びつく立場である。基本的
には、後者が中心となるべきであるが、実際には、それにリーガル・モデ
ルが加味されるという運用になっている。パレンス・パトリエとメディカ
ル・モデルだけの場合は、患者の人権保障が不十分となる可能性が生じる
からである
（亜）
。
　このような状況は感染症の場合にも当てはまる。感染症患者の強制入院
が正当化されるのは、それによって、本人の治療と感染（他人に対する危
害）防止が図れるからである。そして、患者本人の同意を得ずに入院させ
るという不利益処分に着目して、精神医療では精神医療審査会が、感染症
では感染症審査協議会が設置され、人権侵害の防止に配慮することになっ
ているのである。
　イ　感染症
　感染症の強制入院を定めているのは、「感染症の予防及び感染症の患者
に対する医療に関する法律（感染症法）」である。この法律は1998年に制
定されたもので、感染症の患者に対して、入院を勧告し、「勧告を受けた
者が当該勧告に従わないときは」、強制的に入院させるとしている（同法
20条）。そして、患者の人権保護に関しては、その２条において、感染症
に対する施策は、患者の「人権に配慮しつつ、総合的かつ計画的に推進さ
れることを基本理念とする」と規定し、それに従って、感染症患者を強制
的に入院させる場合は、感染症審査協議会による審査を行うこととしてい
るのである（同法24条）。
　新型インフルエンザの場合も、その疑いのある患者には、感染症法に基
づき、入院勧告を行い、確定診断を行うこととされており、その家族等の
接触者に対しては、経過観察期間を定め、外出自粛要請、健康管理の実施
及び有症時の対応を指導することとされている
（唖）
。
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　このように、精神医療と感染症の分野では、患者の人権保護の重要性が
夙に承認されているのであるから、今回の新型インフルエンザ対策におい
ても、同様の人権保護が図られるべきであり、今後の行動計画に反映させ
るべきであると考える。
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の概要を以下に紹介するが、注目すべき点をゴシック体で表記することと
した。なお、これは、原案が2007年３月16日に公表され、パブリックオ
ピニオンを求めた後に、修正を加えたものである。また、2007年11月22
日には、行動計画全体を著した「インフルエンザ対策の全国的枠組み」と
題する文書も公刊されている。
（１）はじめに
　パンデミックに対する対策の計画立案（プランニング）と、それが発生
したときのそれへの対応には、困難な問題が数多く含まれる。これらは、
個人の需要と国民全体の需要との間に緊張関係を生み出す可能性がある。
そのような決定は、―自分がどのように振る舞うべきか―というように、
個人的なこともありうるが、たとえば、さらに広く、保健ないしは社会ケ
ア・サービスの組織と提供に影響を与えることもある。場合によっては、
とくにプランニングに関して、パンデミックでどれだけ多くの人々が影響
を受けるのかというような不確定な事実について、決定が下されなければ
ならないということも起こりうる。しかしながら、事実が確定するまで決
定を遅らせることは、パンデミックに効果的に対応することが不可能にな
るという事態を招くことになってしまう。
　決定は、法律に従って行われなければならないが、その状況（con-
text）の中で、この倫理的枠組みは、国民が、自己決定の倫理的側面と、
特別な状況において決定を実行に移す方法とについて考察するのを助ける
ことを目的としている。
　この枠組みは、立案者や戦略を立てる者が、パンデミックの前とその期
間中に利用することを主たる目的としている。しかしながら、これは同時
に、（自己の職業倫理規範に導かれる）臨床医療従事者などに対して、パ
ンデミックの期間中に利用される臨床問題についての政策を発展させる際
に、援助を与えるために作成されている。個々の臨床の意思決定に向けて
作成されたのではないが、パンデミックの期間中に自己の行動の倫理的意
義を考察することを望んでいる臨床医療従事者や国民が利用されることも
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歓迎したい。
　この枠組みは、当初、イギリスにおけるパンデミックに対する対応を援
助することを目的としていた。しかしながら、パンデミックは世界的な事
件であり、イギリスにおける行動が、世界の他の地域に与える意義は、関
連する場合には、心に止めておく必要がある。政府は、WHOや他の関連
する国際機関に対する支援を通じて、パンデミックインフルエンザに関連
する国際的努力に貢献している。
　平等な配慮と尊重（equal concern and respect）は、この倫理的枠組
みを支える基本原則である。
　つまり、①すべての人が関わる。②すべての人が関わるが、このこと
は、すべての人が全く同様に扱われるということではない。③個々人の利
益は、我々すべてと社会の関心事である。④すべての人が被る侵害は重要
であり、パンデミックによって惹起される侵害を最少にすることが最も重
要である。
（２）枠組みの利用
　「平等な配慮と尊重」という原則は、以下に掲げる多くの様々な倫理的
原則をまとめるものである。
　原則を検討するに当たって、政策決定者は、その時に利用できる最上の
情報を利用する必要がある（たとえば、特定の決定に関して、生じる可能
性の高い結果について）。決定が倫理的に妥当であったかどうかは、後の
段階で初めて明らかになった事実に関してではなく、その時に存在してい
た状況に関連して、判断されなければならない。
（３）個々の原則
　場合によっては、これらの諸原則の内部で、また原則間で緊張が存在す
る。たとえば、様々な種類の侵害を評価する際に、そして、侵害を最小限
にし、公平を保つようにする際に、このようなことが生じる。
　絶対に正しい解答は存在しないことが多い。特定の環境において、原則
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の個々の要素（様々なタイプの侵害の潜在的影響のように）と原則自体と
に対して与えられる優先権について判断を下す必要があろう。場合によっ
ては、最初の７つの原則の使用によって、複数の可能な決定が倫理的に正
当化され、平等な配慮と尊重という根本的原理に沿うことが示されるかも
しれない。そのような場合は、いずれを採用するかについて、最適な意思
決定（good decision making）という原則が使用されなければならない。
　A　尊重
　①国民には、できるだけ継続して情報が与えられるべきである。②国民
には、自分に影響を与える事柄について自己の見解を表明する機会が与え
られるべきである。③自己の治療（treatment and care）に対する国民の
個人的な選択は、できる限り尊重されなければならない。④国民が決定で
きない場合は、国民のために決定する必要のある人たちが、単に自己の保
健的必要に基づくよりも、全体としての個人の最善の利益に基づいた決定
を行うべきである。
　パンデミックのプランニングには、できるだけ多くの人が参加すべきで
ある。パンデミックの間に、状況の緊急性のために、広く相談することは
不可能であるということになるかもしれない。しかしながら、尊重をもっ
て国民を取り扱うということは、できるだけ、現状、つまり、現在起こっ
ていることと、これから起きようとしていることについての情報を与え続
けるということである。意思疎通は、多くの異なったレベルで、全体とし
て国民に情報を与え続けるということから始まって、医師が特定の個人の
健康の問題を処理する方法をその人と相談することに至るまでの、様々な
レベルで必要とされるであろう。
　自分の治療に関する国民の選択はきわめて重要である。このことは、治
療者が、効果がない、あるいは、適切でないと考える治療を受けない権利
があるということである。国民が希望し、効果がある全ての治療を提供す
ることは不可能であろう。
　B　パンデミックが惹起する侵害を最少のものとすること
　パンデミック期間中の侵害の中には避けられない可能性の高いものがあ
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る。この原則は、以下のことを行う必要があることを定めている。
　①パンデミックが外国で起きたときは、その国がパンデミックと戦うの
を援助し、パンデミックが広がり、我が国に到達するのを阻止すること。
②我が国に到達したら、その拡大を最少に抑えるように努力すること。国
民にはそれぞれ演じる役割がある。たとえば、くしゃみをするときは顔を
覆うことや、病気の時は外出しないことなどである。③病人が出たとき
は、合併症の危険を最少に抑えること。たとえば、抗ウィルス性の治療の
適切な利用などである。④パンデミックを抑える戦いと病者の治療につい
ての最良の方法に関して、国内外の経験に学ぶこと。⑤パンデミックに
よって惹起される社会の混乱を最少に抑えること。
　「侵害」は広い概念であり、この原則は、パンデミックが惹起する可能
性がある物理的、心理的、社会的、経済的侵害を含むこととしている。侵
害を最少にすることに関連する行動の模範例には、救命や、救命の際の医
療の支援、社会がパンデミックに対処し、それから回復するようにするた
めの例が含まれている。
　C　公平性
　この意義は以下の通りである。①すべての国民の利益が等しく重要であ
る。②保健ないしは社会ケアの資源から利益を受ける平等な機会を有する
国民は、それらを受ける平等な機会を有している。しかしながら、後の期
日の介入によって同様の利益の得られる者に、待機を要請することは不公
平ではないであろう。
　侵害を最少にする原則と公平性との意義は、多くのプランニングや政策
決定において認められる。そこで、特定の決定を考慮する際には、第一の
質問は以下の通りとなろう。すなわち、どのようにしたら、侵害を最少に
できるか？、である。その次に、以下のようなことを問う必要が生じる。
これを行うのは公平か？、より公平な方法で、同様の結果が達成できる
か？、である。これには、決定によって影響を受けるすべての国民の利害
について考慮することが含まれている。一部の国民に、他の国民とは異な
る処遇を行うためには、十分な理由が存在する必要があるし、意思決定者
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は、そのことを進んで説明すべきである。意思決定は、同時に、公平であ
る必要があるし、このことは、以下に掲げる適切な意思決定という原則の
一部と考えられている。
　D　協働
　この原則の意義は以下の通りである。①パンデミックについての計画を
立て、対応するために協働すること。②お互いの助け合い。③たとえば、
他人を危険にさらさないことによって、自分自身の行動に責任を取るこ
と。④他人を助けるための情報を進んで共有すること。
　パンデミックに対応する際には、すべての国民に役割がある。これに
は、病気になった家族や友人を助けることや、可能であれば地域社会にお
いて助けること、特別の理由（たとえば、伝染性のあるとき）がない限
り、通常の日常活動を行い、働き続けることによって、イギリス国家の維
持を助けることが含まれる。
　パンデミックは社会全体に影響を与えるので、（保健・社会ケアサービ
スとボランティア部門のような）別の公機関が地域と全国レベルとで協働
することが重要である。同様に、全国、地域、地方のレベルで、計画と対
応行動との適切な調整が必要である。
　保健と社会ケアのスタッフは、我々がパンデミックに対応する際に、特
定の役割を演じなければならない。つまり、ときによっては、そうするこ
とが合理的な場合には、もっとも必要とされるときに、自己の専門領域外
で行動することになったとしても、自分の技術を用いることである。
　E　相互依存
　この原則は、相互交換（mutual exchange）（という原則）に基づいてい
る。したがって、①国民が、パンデミックの間に、増大したリスクを引き
受けることや、増大した負担に直面することを要求されたら、その際に、
国民はサポートされるべきであり、リスクや負担は、できる限り減少させ
なければならない。②健康やソーシャルケアのスタッフを含むが、パンデ
ミックの間に、我々を助けようとする際に、きわめて重い負担に直面する
人も出現する。その重荷を減少させる方法について検討することが重要で
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ある。
　F　均衡を保つこと
　この内容は、①情報を供給する責任のある者は、状況を誇大ないしは過
小に報告しないで、最高に正確な情報を与えること、②国民を侵害から守
るためにとられるものであるが、国民の日常生活に影響を与えることのあ
る行動についての決定は、関連するリスクと、要求されている行動によっ
て得られる利益との均衡がとれたものであること、である。
　パンデミックが始まったときは、全体として国民や国家にどのような影
響を与えるかについては、未知の部分が数多く存在している。しかしなが
ら、それらの均衡を図る必要がある。コミュニケーションに責任を有する
マスコミ等は、誇張や過小に状況を報告しないで、国民が、現状と、自己
が行う必要のあることとを知ることができるようになるにあたって、重要
な役割を演じることになる。
　G　柔軟性
　この内容は以下の通りである。①計画は、新しい情報や変化する環境を
考慮に入れて調整されることになる。②国民は、自己に影響を与える決定
に対して、懸念や反対意見を表明する機会をできるだけ多く与えられるこ
とになる。
　H　適切な意思決定
　この原則を尊重するためには、以下のような構成要素が必要である。
　i.　公開性と透明性
　意思決定を行う者は、①空いている時間に、関係者とできる限り相談
し、②行う必要のある決定とその責任者とを公開し、③既に下された決定
とその理由とをできる限り公開する。
 ii.　包括性
　意思決定を行う者は、①国民に影響を与える対策を立てる際に、できる
だけ多くの国民を参加させ、②表明された、すべての関連する意見を考慮
に入れ、③特定の集団が排除されないように努力する。自分が他人よりも
アクセスするのが難しいと思う者もいるが、意思決定者は、彼らが自己の
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意見を表明し、自己の治療やケアに必要なものを獲得するための公平な機
会が得られるようにする方法を検討する必要がある。また、④決定が、特
定の集団に与えるすべての不均衡なインパクトを考慮に入れなければなら
ない。
 iii.　説明責任
　意思決定を行う責任を有する者は、彼らが行うか、ないしは行わない決
定に対して回答できなければならない。
 iv.　合理性
　決定は、①合理的で、②恣意的でなく、③適切な証拠に基づき、④決定
のスピードや環境を考慮に入れたうえでの、適正な手続の結果でなければ
ならない。また、⑤実際的、つまり、決定されたことには、実行される機
会が与えられなければならない。
　決定とその正当化について、適切な記録を残さなければならない。この
ことは、説明責任にとって重要であるだけでなく、そのような記録は、次
のパンデミックの波や、将来の別のパンデミックに対応するために、国民
が教訓を得るのに役立つであろう。
４．おわりに
　このように、イギリスは、国民の自由を制限することに関して様々な原
則を定めている。新型インフルエンザのパンデミックが起こった際の危機
管理が重要であることは論をまたないが、その際には、いかにして蔓延を
阻止するかに重点が置かれ、国民の人権の問題は後回しになりがちであ
る。とくに、人権に関する歴史が浅く、自然災害にさらされることの多い
我が国においては、その傾向は強いといわざるをえない。したがって、国
が事前に論点を提示し、国民の意見を求めるというイギリスの姿勢に学ぶ
べきところは多いように思われる。
　行動制限や自由剥奪は、国民にとって不利益処分である。不利益処分の
最たるものは刑罰であり、刑事法の世界では、刑罰などの不利益処分を科
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す際には、あらかじめ当事者に対して、その内容を告知し、さらに当事者
にそれについて防御する機会を与えなければならないとされている。これ
を「告知および聴聞（notice and hearing）の法理」といい、法の適正手続
（デュー・プロセス＝ due process of law）の中心をなすものである。ま
た、医事法の世界では、インフォームド・コンセント（医師による十分な
説明と患者の真意に基づく同意）＝患者の自己決定が重要な法理とされて
いる。さらに、法の下の平等が根本原理であることは論をまたない。ここ
で紹介したイギリスの文書では、当然のことながら、自由、自己決定、告
知、聴聞、平等などの重要性をふまえた解説が施されている。
　また、パンデミック・インフルエンザについて、具体的に「法の下の平
等」が問われるものとして、パンデミックの際の、ワクチンを投与する順
位の決定の問題を挙げることができよう。我が国においては、供給される
パンデミックワクチンの人数分は明らかにされていないが
（娃）
、フェーズ４で
は、医療機関等で患者を診察した従事者、患者と濃厚接触があり、社会機
能維持に必要な者への抗インフルエンザ薬の予防投与が指示され、フェー
ズ６になると、抗インフルエンザ薬の治療の優先順位が定められている。
それによれば、①新型インフルエンザ入院患者、②罹患している医療従事
者及び社会機能維持者、③罹患している医学的にハイリスク群（心疾患を
有する者など）、④児童、高齢者、⑤一般の外来患者とされている
（阿）
。ここ
で社会機能維持者とは、①治安を維持する者、②ライフラインを維持する
者、③国又は地方公共団体の危機管理に携わる者、④国民の最低限の生活
維持のための情報提供に携わる者、⑤ライフラインを維持するために必要
な物資を搬送する者、とされており、その例としては、①消防士、警察
官、自衛隊員など、②電気、ガス、水道事業者、③公務員の中で危機管理
に携わる者、④重要なネットワーク事業・管理を行う通信事業者、⑤鉄
道、航空、道路運送業者などが挙げられている
（哀）
。法の下の平等という観点
からは、このような順位付けの妥当性は検討に値するものであろう。
　いずれにせよ、「社会機能の維持に関しては政府全体に関わる危機管理
の問題であり、高度な政治的判断にもとづいた対応準備体制の確立が必要
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である
（愛）
」という指摘は適切であり、パンデミックの起こるはるか前に、国
が十分な対策を立てることを期待したい。また、民間でも、対策を立てて
いる企業も存在するし
（挨）
、大学についても、本学は、2006年に、鳥インフ
ルエンザ撲滅を目指した対策の確立を目標として、鳥インフルエンザ研究
センターを設立した
（姶）
。また、公的機関でも、先に紹介した小樽保健所は、
積極的な広報活動を展開されている。まだまだ、危機意識は薄いのは確か
であるが
（逢）
、このような活動がさらに広がることを期待したいし、その際に
は、人権の問題も忘れられてはならないことを最後に指摘しておきたい。
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